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　平素は格別のご高配を賜り、厚く御
礼申しあげます。
　本年3月の東日本大震災により、被
災されました株主の皆様には心からお
見舞い申しあげます。
　ここに、第48期（平成22年4月1日
から平成23年3月31日まで）が終了い
たしましたので、連結業績をご報告申
しあげます。

平成23年6月

代表取締役社長　小野塚　賢平

株主の皆様へ 	

●社長インタビュー

A

A

Q 第48期のASTIを取り巻く経営環
境についてご説明ください。

Q 第48期の事業の経過や業績につい
てご説明ください。

　当期の当社グループを取り巻く経営環境は、
中国・インドを中心としたアジアの経済成長
を背景に緩やかな回復基調を見せてまいりま
したが、円高の進行や原油価格の高騰による
景気減速に加え、3月11日に発生した東日本
大震災が我が国の経済活動に大きな打撃を与
えました。
　また、当社グループにおける東日本大震災
の影響につきましては、人的及び建物・設備
の被害はありませんでしたが、主要顧客の操
業停止により出荷が停止するなどの影響があ
りました。

　当社グループは厳しい環境変化に対応すべ
く海外拠点の生産力強化や国内生産拠点の合
理化を進めたほか、固定費を含む経費削減諸
施策を実行し収益向上に取り組んでまいりま
した。また、車載電装品分野において特に厳
しい品質が要求される重要部品製造のため、
環境整備・管理プロセスの構築を進め生産拡
大を図ってまいりました。
　その結果、当連結会計年度の業績は車載電
装品事業における販売の増加により、売上高は
30,376百万円（前期比7.8％増）となりました。
　利益面におきましては、販売の増加により
営業利益は508百万円（前期は4百万円）とな
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To  O u r  S h a r e h o l d e rs

A

A

A

A

株主の皆様におかれましては、今後とも相変わ
らぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。

Q 新規分野における研究開発の成果は
いかがですか？

Q 海外事業の展開はどうでしたか？
また、今後の海外戦略についてはど
のように考えていますか？

Q 今期（第49期）の経営課題は何で
すか？

Q 具体的にどのような取り組みをされ
る予定ですか？

　新規分野におけるモービル・パワーエレク
トロニクス事業につきましては、プラグイン
ハイブリッドトラック用充電器が実用化に向
け公道での実証試験に入ったほか、電動二輪
車用急速充電器についても開発が完了し市場
評価の段階へ進みました。微細加工技術分野
につきましては、事業化に向け専任部門を設
置し取り組みを本格化いたしました。

　海外事業につきましては、経済成長の著し
いアジア地域において、それぞれの生産拠点
の特性を活かした市場開拓を積極的に推進し
たことにより、インドでは車載電装品、中国
ではホームエレクトロニクスの販売が増加い
たしました。
　今後の海外戦略につきましては、国内工場
のマザー機能の強化と効果的な経営資源の投
入により、インド・ベトナム・中国など新興
国でのビジネス拡充を一層推進させてまいり
ます。

りましたが、円高による為替換算損失により
経常利益は149百万円（前期比52.8％増）と
なり、当期純利益は126百万円（前期は当期
純損失422百万円）となりました。 　当社グループはますます激化するグローバ

ル競争を勝ち抜き、更なる成長を確保してい
く為に、「環境対応技術」と「新興国」をキー
ワードとして、営業力・製品開発力の強化、
最高の品質管理レベルの実現、生産拠点の再
編成による効率化、海外拠点のビジネス拡充
を経営課題に据えて取り組んでまいります。

　当社の電子・電気技術の優位性を活用して、
電気自動車やハイブリッド自動車向けのバッ
テリ充電器やモータコントローラの製品化を
早めると同時に、車載電装品分野において重
要部品領域の生産を拡大してまいります。
　また、専任部門を設置した微細加工技術分
野につきましては、特殊な超微細射出成形技
術により早期製品化に取り組んでまいります。
　これら新規事業の始動・展開と今後の事業
拡大への対応、及び製造部門の構造改革の核
として掛川市に新工場を建設しております。
　東日本大震災の影響により経営環境は厳し
い状況にありますが、成長戦略を進める中で、
経営環境の変化に強い経営構造の構築と収益
力の強化を追求し、業績向上に注力してまい
ります。
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トピックス 	 To p i c s

⑵バッテリ充電器の実証試験を開始

　モービル・パワーエレクトロニクス事業におきましては、

プラグインハイブリッドトラック用バッテリ充電器が、

2012年市場投入を目指し公道での実証試験に入っており

ます。また、電動二輪車用急速充電器も開発が完了し、大

阪府内で実用化に向けた検証が行われております。

　いずれもリチウムイオン電池用のバッテリ充電器です。

⑴自動車の重要部品を生産できるライン作り

　自動車の機能である「走る」「曲がる」「止まる」に関わる部品は、

走行の確実性と安全性確保のため自動車部品のなかでも重要部品と

して位置づけられており、生産にあたっては特別な生産環境と品質

管理が必要とされております。

　生産環境として、「異物」「静電気」「温湿度」を厳しく管理できる

こと、品質管理として、工程内で不良発生がゼロであること及び生

産履歴を明確にするトレーサビリティが必要です。

　ASTIでは、不良を出さない高品質な生産体制を築き、日々工夫と

改善を続けています。

10kw充電器 3kw充電器



4

事業内容 	 O u r  P ro d u c t s

高耐候性製品製造技術
Weather-resistant product manufacturing technology

高密度回路実装技術
High-density circuit mounting technology
パワーエレクトロニクス技術

Power electronics technology
ナノトランスファー技術
Nano-transfer technology
画像処理技術

Image processing technology
＋
α

コア技術
Core technologies

車載電装品
Automobile electrical equipment

エアコン制御システム

四輪用
電子制御基板

制御機器
Controllers

ホームエレクトロニクス
Home electronics

情報通信機器
Info-communications devices

ナノテクノロジー
Nanotechnology

モービル・パワー
エレクトロニクス
Mobile power electronics

FA機器
Factory automation equipment

企画
・開発

　Planning,development
設計
　Ｄes

ign　　　　　　　　　    　　 

製造
・生
産　Manu

facturing                            

販売
　Sa

les海外
事業
　Over

seas operations

OE
M　

Origi
nal Equip

ment Manufacturer

携帯電話機用
液晶モジュール

携帯電話機用
回路基板

全自動洗濯機用
電子制御基板

食器洗浄機用
電子制御基板

産業用
ロボットコントローラ

マウンタ用コントローラ

電動二輪車用
急速充電器

PCBセパレータ マイクロドットディスペンサ

リチウムイオン
電池用充電器
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連結財務ハイライト� F i n a n c i a l  H i g h l i g h t s

10,000

20,000

30,000

40,000 36,914

32,243

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第47期
平成22年3月期

30,376

第48期
平成23年3月期

28,176

0

情報通信機器
ホームエレクトロニクス車載電装品

その他

10,000

20,000

30,000

40,000

30,376

6,786

18,722

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第47期
平成22年3月期

第48期
平成23年3月期

960
3,270

16,574

2,940

7,370

28,176 1,926

36,914

9,740

23,252

2,648
1,272

32,243

7,387

20,485

3,403
966

0

500

1,000

1,500

2,000

1,471

25
149

97

第47期
平成22年3月期

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第48期
平成23年3月期

0

アジア日本

10,000

20,000

30,000

40,000

30,376

24,836

32,243

33,169

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第47期
平成22年3月期

第48期
平成23年3月期

5,030

23,145

36,914

3,744

3,967

28,276

28,176
5,539

0

売上高（百万円）

セグメント別売上構成（百万円）

経常利益（百万円）

地域別売上構成（百万円）

（注）1．�第45期から第47期の実績につきましては、第48期の報告セグメントの区分に
組み替えて記載しております。

　　  2．�その他の主要製品は、産業用ロボットコントローラ、FA機器です。
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連結財務ハイライト� F i n a n c i a l  H i g h l i g h t s
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平成22年3月期

126

第48期
平成23年3月期

719
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50

90
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0

△21.63

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第47期
平成22年3月期

7.47

第48期
平成23年3月期

42.40

△24.90△30

250

500

750

1,000

789.99
719.15

第46期
平成21年3月期

第45期
平成20年3月期

第47期
平成22年3月期

674.27

第48期
平成23年3月期

688.57

0

当期純利益（百万円）

1株当たり当期純利益（円） 1株当たり純資産額（円）

自己資本比率（％）
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連結決算の概要� C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s

連結貸借対照表
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）
連結株主資本等変動計算書

連結損益計算書

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）

連結キャッシュ・フロー計算書

科　　　目 当　期
（平成23年3月31日現在）

前　期
（平成22年3月31日現在）

資産の部
流動資産 12,343 12,147
固定資産 7,377 7,923
有形固定資産 6,394 6,869
無形固定資産 100 129
投資その他の資産 882 925

資産合計 19,721 20,071
負債の部
流動負債 7,204 7,211
固定負債 1,068 1,160
負債合計 8,272 8,371
純資産の部
株主資本 11,758 11,802

資本金 2,476 2,476
資本剰余金 2,640 2,640
利益剰余金 6,691 6,734
自己株式 △	 49 △	 49

その他の包括利益累計額 △	 310 △	 109
その他有価証券評価差額金 37 61
為替換算調整勘定 △	 348 △	 171

少数株主持分 1 8
純資産合計 11,448 11,700
負債・純資産合計 19,721 20,071

科　　　目
当　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
前　期

自 平成21年4月 1 日（至 平成22年3月31日）
売上高 30,376 28,176

売上原価 27,191 25,839

売上総利益 3,184 2,337

販売費及び一般管理費 2,675 2,332

営業利益 508 4

営業外収益 86 186

営業外費用 445 93

経常利益 149 97

特別利益 48 7

特別損失 85 107

税金等調整前当期純利益又は純損失（△） 113 △� 2

法人税、住民税及び事業税 49 38

法人税等調整額 △� 55 382

少数株主損益調整前
当期純利益又は純損失（△） 119 △� 424

少数株主損失 7 1

当期純利益 126 △� 422

科　　　目
当　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
前　期

自 平成21年4月 1 日（至 平成22年3月31日）
営業活動による
キャッシュ・フロー 1,097 405

投資活動による
キャッシュ・フロー △� 688 △	 936

財務活動による
キャッシュ・フロー △� 105 650

現金及び現金同等物
に係る換算差額 △� 116 10

現金及び現金同等物
の増減額（△減少） 186 129

現金及び現金同等物
の期首残高 1,199 1,069

現金及び現金同等物
の期末残高 1,386 1,199

株主資本 その他の包括利益累計額
少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資 本

剰 余 金
利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平成22年3月31日残高 2,476 2,640 6,734 △� 49 11,802 61 △� 171 △� 109 8 11,700
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △� 84 △� 84 △� 84
剰余金の配当（中間配当） △� 84 △� 84 △� 84
当期純利益 126 126 126
自己株式の取得 △� 0 △� 0 △� 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額（純額） △� 24 △� 176 △� 201 △� 6 △� 208

連結会計年度中の変動額合計 − − △� 42 △� 0 △� 43 △� 24 △� 176 △� 201 △� 6 △� 251
平成23年3月31日残高 2,476 2,640 6,691 △� 49 11,758 37 △� 348 △� 310 1 11,448
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個別決算の概要� N o n - C o n s o l i d a t e d  F i n a n c i a l  S t a t e m e n t s

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

貸借対照表

株主資本等変動計算書

損益計算書

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）

科　　　目 当　期
（平成23年3月31日現在）

前　期
（平成22年3月31日現在）

資産の部
流動資産 10,439 10,524
固定資産 8,885 9,164
有形固定資産 4,805 4,835
無形固定資産 17 23
投資その他の資産 4,063 4,305

資産合計 19,324 19,689
負債の部
流動負債 6,225 6,471
固定負債 1,064 1,165
負債合計 7,289 7,636
純資産の部
株主資本 11,997 11,990

資本金 2,476 2,476
資本剰余金 2,675 2,675
利益剰余金 6,895 6,888
自己株式 △� 49 △	 49

評価・換算差額等 37 61
その他有価証券評価差額金 37 61

純資産合計 12,034 12,052
負債・純資産合計 19,324 19,689

科　　　目
当　期

自 平成22年4月 1 日（至 平成23年3月31日）
前　期

自 平成21年4月 1 日（至 平成22年3月31日）
売上高 25,791 23,813

売上原価 23,225 21,960

売上総利益 2,565 1,853

販売費及び一般管理費            2,116 1,835

営業利益 449 17

営業外収益 79 177

営業外費用 195 135

経常利益 333 58

特別利益 50 8

特別損失 237 249

税引前当期純利益又は純損失（△） 145 △� 182

法人税、住民税及び事業税 28 36

法人税等調整額 △� 60 363

当期純利益又は純損失（△） 177 △� 582

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計資 本 金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成22年3月31日残高 2,476 2,675 2,675 50 18 7,100 △� 280 6,888 △� 49 11,990 61 61 12,052
事業年度中の変動額

別途積立金の積立 △� 500 500 － － －
剰余金の配当 △� 84 △� 84 △� 84 △� 84
剰余金の配当（中間配当） △� 84 △� 84 △� 84 △� 84
当期純利益 177 177 177 177
自己株式の取得 △� 0 △� 0 △� 0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） △� 24 △� 24 △� 24

事業年度中の変動額合計 － － － － － △� 500 507 7 △� 0 6 △� 24 △� 24 △� 17
平成23年3月31日残高 2,476 2,675 2,675 50 18 6,600 226 6,895 △� 49 11,997 37 37 12,034



浜松工場 Hamamatsu factory05

本社工場 Main company factory01

都田工場 Miyakoda factory04

磐田工場 Iwata factory03

掛川工場
（平成24年1月完成予定）

袋井工場 Fukuroi factory02

関西工場 Kansai factory06

ASTI ELECTRONICS
INDIA PRIVATE LIMITED

01

ASTI ELECTRONICS
HANOI CORPORATION

02

ASTI ELECTRONICS CORPORATION03

浙江雅士迪電子有限公司05

杭州雅士迪電子有限公司04

9

拠点� P l a n t s

01 ASTI ELECTRONICS
INDIA PRIVATE LIMITED

02 ASTI ELECTRONICS
HANOI CORPORATION

03 ASTI ELECTRONICS
CORPORATION

04 杭州雅士迪電子有限公司

05 浙江雅士迪電子有限公司

◆海外

01 本社工場 04 都田工場

03 磐田工場 06 関西工場

◆国内

02 袋井工場 05 浜松工場
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■株式の状況（平成23年3月31日現在）

大株主

証券会社
0.81％

その他国内法人
2.94％

外国法人等
0.65％個人その他

94.77％

自己株式
0.05％

金融機関
0.76％

証券会社
0.50％
その他

国内法人
3.78％

外国法人等
11.18％

個人その他
68.93％

自己株式
0.63％

金融機関
14.95％

〔所有株式数別分布状況〕

〔所有株主数別分布状況〕

発行可能株式総数 48,000,000株
発行済株式の総数 17,085,034株
株主数 1,972名

株 主 名 持株数 持株比率
（株） （％）

朝 元 愃 融 2,353,106 13.8

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED 
STOCK FUND 1,683,000 9.9

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 共 栄 会 1,472,440 8.6

Ａ Ｓ Ｔ Ｉ 従 業 員 持 株 会 870,297 5.1

竹　　　 田　　　 和　　　 平 449,000 2.6

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 396,000 2.3

株 式 会 社 静 岡 銀 行 360,000 2.1

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 311,200 1.8

矢 　 　 　 島 　 　 　 喜 　 代 　 人 214,000 1.3
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 207,000 1.2

株式の状況� S t o ck  I n fo r m a t i o n

会社概要� C o r p o r a t e  P ro f i l e

車載電装品
　�各種電子制御ユニット、エアコン制御システム、 

車載・船舶用ワイヤーハーネス
ホームエレクトロニクス
　洗濯機用電子制御基板、食器洗浄機用電子制御基板、
　衣類乾燥機用電子制御基板
情報通信機器
　携帯電話機用回路基板、プリンター用電子制御基板
その他
　産業用ロボットコントローラ、FA機器

■会社概要（平成23年6月23日現在） ■経営体制（平成23年6月23日現在）

社 　 　 名
英 文 社 名
本 　 　 社
設 　 　 立
資 本 金

主 要 製 品

ASTI株式会社
ASTI CORPORATION
静岡県浜松市南区米津町2804番地
1963年5月
2,476,232,516円

名 誉 会 長 朝 元 愃 融 常 勤 監 査 役 深 津 信 敏

代表取締役社長 小 野 塚 　 賢 　 平 監 査 役 藤 田 雅 弘

専 務 取 締 役 井 上 昭 史 監 査 役 田 中 範 雄

取 締 役 野 末 武 志

取 締 役 内 山 康 弘

取 締 役 小 野 寺 　 順 　 一

取 締 役 寺 田 昌 志

取 締 役 鈴 木 伸 和

取 締 役 井 田 　 優



 株主メモ

事 業 年 度 
定 時 株 主 総 会 
剰余金の配当基準日
単 元 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関
同 連 絡 先

公 告 方 法

＜郵便物送付先・電話お問い合わせ先＞
証券会社に口座をお持ちの場合 特別口座の場合

お問い合わせ先

お取引の証券会社になります。

みずほ信託銀行株式会社
　証券代行部
0120-288-324（フリーダイヤル）

お取扱店
みずほ信託銀行株式会社
　全国本支店
みずほインベスターズ証券株式会社
　全国本支店

未払配当金のみ、みずほ銀行 全国本支店でもお取扱いいたします。

ご注意
支払明細発行は特別口座の
場合の「お問い合わせ先」
までご連絡ください。

単元未満株式の買取・買増以
外の株式売買はできません。

４月１日から翌年 3 月31日まで 
毎年 6 月 
　3 月31日及び中間配当を実施する場合は９月30日 
1,000株

みずほ信託銀行株式会社

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
電子公告（http://www.asti.co.jp）
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告を
することができない場合には、日本経済新聞に掲載いたします。

〒432-8056
静岡県浜松市南区米津町2804番地

〔ホームページのご案内〕
　URL 　http://www.asti.co.jp

株主の皆様の声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

Yahoo!、MSN、exciteのサイト
内にある検索窓に、い い か ぶ と
4文字入れて検索してください。

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」

TEL： 03-5777-3900（平日 10：00～17：30）
MAIL：info@e-kabunushi.com

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

http://ｗｗｗ.e-kabunushi.com
アクセスコード　6899

※本アンケートは、株式会社エーツーメディアの提供する「e-株主リサーチ」
サービスにより実施いたします。（株式会社エーツーメディアについての詳細　
http://www.a2media.co.jp）※ご回答内容は統計資料としてのみ使用さ
せていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協力
をお願いいたします。

○配当金計算書について
　配当金支払の際に送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定
に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資
料としてご使用いただくことができます。
　なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、本年よ
り配当支払の都度「配当金計算書」を同封させていただいております。
　確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。


